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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第27期

第２四半期
連結累計期間

第28期
第２四半期
連結累計期間

第27期

会計期間
自平成29年１月１日
至平成29年６月30日

自平成30年１月１日
至平成30年６月30日

自平成29年１月１日
至平成29年12月31日

売上高 （千円） 16,098,506 15,249,627 32,407,558

経常利益 （千円） 632,150 380,923 1,075,295

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） 192,688 △94,243 425,496

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 165,186 △100,139 435,264

純資産額 （千円） 4,071,181 4,284,953 4,475,843

総資産額 （千円） 14,658,434 14,803,128 16,937,567

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 10.48 △5.11 23.12

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 10.35 － 22.84

自己資本比率 （％） 26.1 26.7 24.2

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,501,341 1,700,268 1,615,691

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,203,432 △792,112 △2,136,401

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △415,840 △1,144,674 985,879

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,123,465 1,513,856 1,755,725

 

回次
第27期

第２四半期
連結会計期間

第28期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成30年４月１日
至平成30年６月30日

１株当たり四半期純損失金額(△) （円） △1.06 △10.28

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第28期第２四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式

は存在するものの、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動は以下のとおりであります。

 

（飲食事業）

　第１四半期連結会計期間において、当社と合弁先であるアークランドサービスホールディングス株式会社のフード

ブランドを北米市場で展開することを目的として、当社の子会社であるLand Land USA, Inc.がGindaco USA, Inc.及

びKarayama USA, Inc.を新規に設立しております。

　これにより第１四半期連結会計期間より連結子会社が２社増加しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1）業績の状況

①　経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日～６月30日）における我が国経済は、企業収益や雇用環境の改善

傾向が続き、個人消費も緩やかな回復基調にあるものの、世界の政治・経済情勢への懸念など、先行きが不透明な

状況が続きました。外食業界におきましても、原材料価格や物流費の上昇、人手不足に伴う人件費の上昇等、依然

として厳しい事業環境が続いております。

このような状況の下、当社グループでは、当社の主力である築地銀だこ事業に経営資源を集中させることを戦略

に掲げ、店舗展開及び冷凍たこ焼をはじめとした製造販売事業や海外事業等を推進してまいりました。

主力ブランドの「築地銀だこ」においては、昨年大々的な創業20周年キャンペーンを展開した反動により既存店

売上高は前年同期を下回ったものの、今年も「ニッポンのタコヤキは、タノシイ。」をスローガンにテレビCMと連

動した販売促進活動などを積極的に取り組み、その結果、銀だこ事業全体の売上高としては前年同期を上回りまし

た。出店につきましては、銀だこハイボール酒場業態の積極的な展開に取り組みました。「銀だこ大衆酒場」業態

は、１月の上野１号店、３月の上野アメ横２号店のオープンに続き、５月14日に３号店として王子店をオープンい

たしました。若年層からファミリー・ご高齢の方まで幅広い客層にご利用頂き、好調なスタートを切りました。

「ハイボール酒場」業態も、５月は７日に田町駅東口店、28日に高円寺店と、立ち飲みスタイルの２店舗を立て続

けにオープンいたしました。

なお、主要原材料のたこの世界的な価格高騰や他副原材料及び包装資材、物流費や人件費などのコストアップが

年々続いていることから、商品価格の改定（改定日：７月１日）を決定し、６月１日に発表いたしました。

「COLD STONE CREAMERY」においては、引き続き、店舗主体のビジネスモデルから製造・卸事業の拡大へ向けて

事業構造の転換に取り組み、コンビニエンスストアをはじめとした卸事業の新商品開発などに注力いたしました。

製造販売事業においては、昨年より「冷凍たこ焼」の販売を開始し、全国で500店舗以上を展開するカラオケ

チェーンでの販売も始まる等、さらなる販路拡大に取り組んでおります。

海外事業においては、多業態出店を推進している香港において、「からやま」４号店を２月に出店いたしまし

た。一方で、事業の集約を図るため、台湾では「BAKE」事業をライセンサーの現地法人に譲渡いたしました。ま

た、米国での今期中の出店に向けて準備を進めております。ASEANでは銀だこインドネシア１号店の開店に向けて

準備を進めており、マレーシアにおいては、引き続き銀だこの出店準備を進めております。

当連結会計年度は前期に引き続き不採算事業及び不採算店舗の積極的な整理に取り組んでおります。当第２四半

期連結会計期間末における店舗数につきましては、出店15店舗（国内14店舗・海外１店舗）、退店51店舗（国内38

店舗・海外13店舗）により606店舗（国内556店舗・海外50店舗）となりました（業態変更による出退店は含んでお

りません）。

以上の結果、前期及び当期に実施した不採算事業、不採算店舗の見直しや、一部海外事業の低迷なども影響し、

当第２四半期連結累計期間における売上高は15,249百万円（前年同期比5.3％減）となりました。利益につきまし

ては、前述要因に加え主要原材料のたこの仕入価格の高騰等により、営業利益は426百万円（前年同期比32.9％

減）、経常利益は380百万円（前年同期比39.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純損失につきましては、前述

要因に加え固定資産除却損等の計上により、94百万円（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純利益192百万

円）となりました。
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②　財政状態の分析

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比較して2,134百万円減少し14,803百万円とな

りました。その主な要因は、受取手形及び売掛金が845百万円減少、たな卸資産が487百万円減少したこと等によ

るものであります。

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末と比較して1,943百万円減少し10,518百万円となり

ました。その主な要因は、長期借入金が2,555百万円増加した一方、短期借入金が2,818百万円、1年内返済予定

の長期借入金が742百万円減少したこと等によるものであります。

（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比較して190百万円減少し、4,284百万円となり

ました。その主な要因は、親会社株主に帰属する四半期純損失94百万円の計上と剰余金の配当92百万円による利

益剰余金186百万円の減少等によるものです。

 

③　キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の期末残高（以下「資金」という）は241百万円減少

し、1,513百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果、増加した資金は1,700百万円（前年同四半期は1,501百万円の増加）であります。この増加は主

に減価償却費575百万円、売上債権の減少835百万円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果、減少した資金は792百万円（前年同四半期は1,203百万円の減少）であります。この減少は主に

有形固定資産の取得による支出771百万円があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果、減少した資金は1,144百万円（前年同四半期は415百万円の減少）であります。この減少は主に

長期借入れによる収入4,890百万円があった一方、短期借入金の純減額が2,821百万円、長期借入金の返済による支

出3,076百万円があったことによるものであります。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、８百万円であります。なお、当第２

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 65,324,000

計 65,324,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年７月31日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,435,800 18,438,600
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 18,435,800 18,438,600 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日

（注）

1,400 18,435,800 175 1,679,219 175 1,571,719

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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（６）【大株主の状況】

  平成30年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社佐瀬興産 東京都中央区新富町１丁目９番６号 4,900 26.58

佐瀬　守男 群馬県桐生市 1,510 8.19

日本製粉株式会社 東京都千代田区麹町４丁目８番地 1,078 5.85

イオンモール株式会社 千葉県千葉市美浜区中瀬１丁目５番１ 560 3.04

佐瀬　由美子 群馬県桐生市 511 2.77

サントリー酒類株式会社 東京都港区台場２丁目３番３号 509 2.76

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口５）
東京都中央区晴海１丁８番11号 220 1.19

オタフクソース株式会社
広島県広島市西区商工センター７丁目４

番27号
210 1.14

株式会社Ｊ－オイルミルズ 東京都中央区明石町８丁目１番 210 1.14

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁８番11号 149 0.81

計 － 9,858 53.48
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式18,433,300 184,333

株主としての権利内容に何ら限

定のない当社における標準とな

る株式であり、単元株式数は

100株であります。

単元未満株式 普通株式2,500 － －

発行済株式総数 18,435,800 － －

総株主の議決権 － 184,333 －

 

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ホットランド(E30898)

四半期報告書

 9/26



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,755,725 1,520,591

受取手形及び売掛金 2,511,444 1,665,958

たな卸資産 ※１ 2,048,528 ※１ 1,561,493

その他 860,925 542,940

貸倒引当金 △18,301 △10,520

流動資産合計 7,158,322 5,280,464

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,813,555 4,652,164

その他（純額） 1,161,078 1,160,593

有形固定資産合計 5,974,633 5,812,758

無形固定資産   

のれん 218,492 167,309

その他 231,617 217,662

無形固定資産合計 450,109 384,972

投資その他の資産   

敷金及び保証金 2,218,479 2,235,740

その他 1,140,841 1,094,013

貸倒引当金 △4,820 △4,820

投資その他の資産合計 3,354,501 3,324,933

固定資産合計 9,779,244 9,522,664

資産合計 16,937,567 14,803,128

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,211,422 990,635

短期借入金 ※２ 4,404,771 ※２ 1,586,445

1年内返済予定の長期借入金 ※２ 1,491,354 ※２ 748,620

未払法人税等 290,692 114,144

賞与引当金 70,114 92,628

資産除去債務 36,228 20,103

その他 2,224,970 1,773,047

流動負債合計 9,729,555 5,325,623

固定負債   

長期借入金 ※２ 1,400,911 ※２ 3,956,724

資産除去債務 453,561 436,887

退職給付に係る負債 50,922 52,133

その他 826,774 746,806

固定負債合計 2,732,169 5,192,551

負債合計 12,461,724 10,518,175
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成29年12月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,678,519 1,679,219

資本剰余金 1,570,525 1,571,225

利益剰余金 878,938 692,544

株主資本合計 4,127,984 3,942,989

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 8,759 9,155

繰延ヘッジ損益 △26,381 13,071

為替換算調整勘定 4,052 △11,943

退職給付に係る調整累計額 △2,509 △2,126

その他の包括利益累計額合計 △16,078 8,156

非支配株主持分 363,937 333,807

純資産合計 4,475,843 4,284,953

負債純資産合計 16,937,567 14,803,128
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高 16,098,506 15,249,627

売上原価 6,250,155 6,090,772

売上総利益 9,848,351 9,158,854

販売費及び一般管理費 ※１ 9,213,132 ※１ 8,732,363

営業利益 635,218 426,490

営業外収益   

受取利息及び配当金 1,346 1,277

為替差益 2,541 －

その他 19,756 7,028

営業外収益合計 23,644 8,306

営業外費用   

支払利息 17,536 16,799

為替差損 － 810

支払手数料 2,665 23,980

持分法による投資損失 4,443 9,115

その他 2,067 3,166

営業外費用合計 26,712 53,873

経常利益 632,150 380,923

特別利益   

固定資産売却益 464 3,174

受取補償金 － 16,755

特別利益合計 464 19,929

特別損失   

固定資産除却損 117,391 176,242

固定資産売却損 － 4,910

店舗整理損失 78,509 125,464

減損損失 ※２ 41,106 ※２ 93,302

その他 815 －

特別損失合計 237,823 399,919

税金等調整前四半期純利益 394,791 934

法人税、住民税及び事業税 182,431 39,771

法人税等調整額 18,502 69,595

法人税等合計 200,934 109,367

四半期純利益又は四半期純損失（△） 193,857 △108,432

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
1,169 △14,189

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
192,688 △94,243
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 193,857 △108,432

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 393 395

為替換算調整勘定 711 △31,937

退職給付に係る調整額 571 382

繰延ヘッジ損益 △30,347 39,453

その他の包括利益合計 △28,671 8,293

四半期包括利益 165,186 △100,139

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 164,517 △70,008

非支配株主に係る四半期包括利益 668 △30,130
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 394,791 934

減価償却費 619,025 575,591

減損損失 41,106 93,302

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,256 △7,731

受取利息及び受取配当金 △1,346 △1,277

支払利息 17,536 16,799

売上債権の増減額（△は増加） 1,256,460 835,011

たな卸資産の増減額（△は増加） △291,379 483,657

仕入債務の増減額（△は減少） △157,589 △209,646

賞与引当金の増減額（△は減少） 44,706 22,513

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 1,709 1,763

固定資産除売却損益（△は益） 116,926 177,977

未払金の増減額（△は減少） △322,032 △373,068

未払費用の増減額（△は減少） △114,810 △43,297

未払消費税等の増減額（△は減少） △9,184 93,468

その他の資産・負債の増減額 124,441 7,115

小計 1,712,105 1,673,115

利息及び配当金の受取額 1,346 1,277

利息の支払額 △17,536 △16,799

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △194,573 42,674

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,501,341 1,700,268

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 66,040 －

有形固定資産の取得による支出 △1,115,424 △771,862

有形固定資産の売却による収入 9,654 97,987

無形固定資産の取得による支出 △2,873 －

資産除去債務の履行による支出 △43,113 △43,222

貸付けによる支出 △49,000 －

差入保証金の差入による支出 △105,415 △146,894

差入保証金の回収による収入 128,852 124,784

投資有価証券の取得による支出 △70,000 －

その他 △22,153 △52,904

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,203,432 △792,112

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 395,012 △2,821,305

長期借入れによる収入 － 4,890,000

長期借入金の返済による支出 △710,920 △3,076,921

長期未払金の返済による支出 △8,231 △43,188

リース債務の返済による支出 △8,230 △2,508

株式の発行による収入 8,400 1,400

配当金の支払額 △91,871 △92,151

財務活動によるキャッシュ・フロー △415,840 △1,144,674

現金及び現金同等物に係る換算差額 △21,566 △5,350

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △139,496 △241,869

現金及び現金同等物の期首残高 1,262,962 1,755,725

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,123,465 ※ 1,513,856
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(1）連結の範囲の重要な変更

 当社の子会社であるLand Land USA, Inc.がGindaco USA, Inc.及びKarayama USA, Inc.を新規に設立したため、

第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

 

(2）持分法適用の範囲の重要な変更

 該当事項はありません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

商品及び製品 326,412千円 433,933千円

仕掛品 18,020 7,132

原材料及び貯蔵品 1,704,095 1,120,428

 

 

※２　財務制限条項等

前連結会計年度（平成29年12月31日）

(1）当社は、株式会社三井住友銀行及び株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする取引銀行計８行とシン

ジケート方式によるコミットメントライン契約及びタームローン契約を締結しております。これらの契

約に基づく借入残高等は次のとおりであります。

 

　①コミットメントライン契約

コミットメントラインの総額 3,000,000千円

借入実行残高 2,895,000千円

未実行残高 105,000千円

 

②タームローン契約

借入実行残高 1,125,200千円

 

　上記の契約については、以下のとおり財務制限条項が付されており、これらの条項に一つでも抵触し

た場合、当社は借入先からの通知により、期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負ってお

ります。

イ）各事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、平成23年12月期

末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直

近の事業年度末日における単体の貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する

金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。

ロ）各事業年度末日における単体の損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこ

と。

 

(2）当社は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行とコミットメントライン契約を締結しております。当該契約に基づ

く借入金残高等は次のとおりです。

　コミットメントライン契約

コミットメントラインの総額 500,000千円

借入実行残高 500,000千円

未実行残高 －千円

 

　上記の契約については、以下のとおり財務制限条項が付されており、これらの条項に一つに抵触した

場合、当社は借入先からの貸付金利を引き上げられる義務を負っております。また、これらの条項の二

つに抵触した場合は期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負っております。

イ）各連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、平成26年12月

期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直

近の連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当す

る金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。

ロ）各連結会計年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこ

と。
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当第２四半期連結会計期間（平成30年６月30日）

(1）当社は、株式会社三井住友銀行及び株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする取引銀行計７行とシン

ジケート方式によるコミットメントライン契約及びタームローン契約を締結しております。これらの契

約に基づく借入残高等は次のとおりであります。

①コミットメントライン契約

コミットメントラインの総額 3,000,000千円

借入実行残高 1,080,000千円

未実行残高 1,920,000千円

 

②タームローン契約

借入実行残高 3,943,200千円

 

③コミットメント型タームローン契約

コミットメント型タームローンの総額 1,000,000千円

借入実行残高 280,000千円

未実行残高 720,000千円

 

　上記の契約については、以下のとおり財務制限条項が付されており、これらの条項に一つでも抵触し

た場合、当社は借入先からの通知により、期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負ってお

ります。

イ）各連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、平成28年12月

期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直

近の連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当す

る金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。

ロ）各連結会計年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこ

と。

 

(2）当社は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行とコミットメントライン契約を締結しております。当該契約に基づ

く借入金残高等は次のとおりです。

　コミットメントライン契約

コミットメントラインの総額 500,000千円

借入実行残高 100,000千円

未実行残高 400,000千円

 

　上記の契約については、以下のとおり財務制限条項が付されており、これらの条項に一つに抵触した

場合、当社は借入先からの貸付金利を引き上げられる義務を負っております。また、これらの条項の二

つに抵触した場合は期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負っております。

イ）各連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、平成26年12月

期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直

近の連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当す

る金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。

ロ）各連結会計年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこ

と。

 

(3）当社は、株式会社三菱ＵＦＪ銀行とタームローン契約を締結しております。当該契約に基づく借入金

残高等は次のとおりです。

タームローン契約

借入実行残高 482,144千円

 

　上記の契約については、以下のとおり財務制限条項が付されており、これらの条項に一つに抵触した

場合、当社は借入先からの貸付金利を引き上げられる義務を負っております。また、これらの条項の二

つに抵触した場合は期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負っております。

イ）各連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額を、平成29年12月

期末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当する金額、又は直

近の連結会計年度末日における連結貸借対照表に記載される純資産の部の合計金額の75％に相当す

る金額のうち、いずれか高い方の金額以上に維持すること。
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ロ）各連結会計年度末日における連結損益計算書に記載される経常損益を２期連続して損失としないこ

と。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

給与手当 1,174,309千円 1,060,952千円

パート費 1,322,039 1,265,424

賞与引当金繰入額 85,810 83,898

退職給付費用 5,100 4,800

水道光熱費 320,892 302,149

広告宣伝費 436,419 392,998

業務委託費 1,523,942 1,578,116

地代家賃 1,944,840 1,802,202

減価償却費 593,656 567,487

貸倒引当金繰入額 △7,000 △7,000

 

※２　減損損失

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

場所 用途 種類 減損損失（千円）

当社（東京都江戸川区他） 店舗 建物等 41,106

計 41,106

　当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグ

ルーピングを行っております。

　営業キャッシュ・フローが継続してマイナスとなる見込みである店舗、または閉鎖が決定している店舗の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（41,106千円）として特別損失に計上しました。そ

の内訳は、建物及び構築物40,665千円、長期前払費用441千円であります。

　なお、減損損失の測定における回収可能価額は使用価値によっておりますが、将来キャッシュ・フローが見

込まれないことから、当該店舗資産の帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

場所 用途 種類 減損損失（千円）

当社（東京都千代田区他） 店舗 建物等 93,302

計 93,302

　当社及び連結子会社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグ

ルーピングを行っております。

　営業キャッシュ・フローが継続してマイナスとなる見込みである店舗、または閉鎖が決定している店舗の帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（93,302千円）として特別損失に計上しました。そ

の内訳は、建物及び構築物92,251千円、長期前払費用1,050千円であります。

　なお、減損損失の測定における回収可能価額は使用価値によっておりますが、将来キャッシュ・フローが見

込まれないことから、当該店舗資産の帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年６月30日）

現金及び預金勘定 1,181,698千円 1,520,591千円

当座借越 △58,233 △6,735

現金及び現金同等物 1,123,465 1,513,856

 

 

EDINET提出書類

株式会社ホットランド(E30898)

四半期報告書

21/26



（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月14日

取締役会
普通株式 91 5 平成28年12月31日 平成29年３月31日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年２月23日

取締役会
普通株式 92 5 平成29年12月31日 平成30年３月30日 利益剰余金

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

当社グループは、飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

当第２四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

当社グループは、飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

（１）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△）
10円48銭 △5円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会

社株主に帰属する四半期純損失金額（△）（千

円）

192,688 △94,243

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額又は普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）（千円）

192,688 △94,243

普通株式の期中平均株式数（株） 18,382,367 18,433,750

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 10円35銭 －

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（千円）
－ －

普通株式増加数（株） 237,869 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失金額であるため、記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ホットランド(E30898)

四半期報告書

25/26



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 平成30年７月30日

株式会社　ホットランド

 取　締　役　会　御中 

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 吉村　孝郎　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　裕之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ホット

ランドの平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日から

平成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ホットランド及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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